
義務教育学校について



小中一貫教育制度について



義務教育学校の設置について

学校教育制度の多様化・弾力化を推進する
ために、現行の小・中学校に加え、

小学校から中学校までの義務教育を一貫

して行う。

（学校教育法1条：平成27年一部改正）



公立小中学校：小学校と中学校の教育は、それぞれ独立している
（四万十町では、小小・小中連携教育推進協議会を設置）

義務教育学校：小学校と中学校の教育は一貫している



公立小中学校 義務教育学校

学校長
教職員組織

各小中学校に学校長
各小中学校に教職員
組織

小中学校合わせて学校長一
人。教職員組織は一つ。

学校教育目標 各小中学校で異なる
一つの教育目標を設定して
いる

教育課程
（学校で履修
する内容）

小中学校で、それぞ
れ教育課程を定めて
いる

9年間を見通した内容。

公立小中学校と義務教育学校の違い



公立小中学校 義務教育学校

学年の区分

「６－３」制
小学校６年間
中学校3年間
区切りがある

「４－３－２」制
「５－４」制

※学年の区切りが柔軟

学校の設置者
市区町村に学校設置
義務。

国立・公立・私立のいずれ
も設置することが可能。

教員免許状
小学校、中学校それ
ぞれの免許があれば
良い。

原則として、小学校及び、
中学校教諭の両方の免許状
を併有すること。

公立小中学校と義務教育学校の違い



義務教育学校の施設の形態

①施設一体型
小学校と中学校の校舎の全部または、

一部が一体的に設置されている。

②施設隣接型
小学校と中学校の校舎が同一の敷地内

または、隣接する施設に別々に設置されている。

③施設分離型
小学校と中学校の校舎が、隣接していない別々

の敷地に設置されている。



義務教育学校のメリット

①小中のギャップの緩和

小学校と中学校間の段差を緩和することで、

小学校教育から中学校教育への円滑な移行を

促すことができる。

中１ギャップや不登校等の緩和・解消の効果

が期待できる。



義務教育学校のメリット

②系統性・連続性を意識した教育

小学校と中学校で学ぶ内容を系統的・連続的に

構成、指導を行うことが可能になり、理解が

難しく児童生徒がつまずきやすい内容は、

後の学年でも繰り返し指導することが可能と

なる。



義務教育学校のメリット

③異学年交流による精神的な発達

１年生から、９年生までの児童生徒が、

学校行事などを通して、異学年交流する

ことにより、下級生への思いやりの心や、

規範意識、上級生への憧れの気持ちなどが

醸成され、精神的な成長や社会性の育成が

期待される。



義務教育学校のメリット

④児童生徒への継続的な指導

小学校と中学校が一つの学校となっているので、

９年間継続して児童生徒に対して指導を行う

ことができる。教員間で児童生徒の情報が共有

しやすく、個性に応じたきめ細やかな指導が

可能となる。



義務教育学校のデメリット

①小学校卒業の達成感の喪失

前期課程の修了時に修了式を行うことで、

卒業式の代替えとする場合が多いため、

学校が変わる公立学校の卒業式と、単に6年生

から７年生に学年が上がるだけの修了式では、

達成感に差が出る。

また、子ども達にとって、一つの区切りを終え、

成長したと実感できる機会が減ってしまう。



義務教育学校のデメリット

②リーダーシップや自主性を養う機会の減少

小学校の高学年（５・６年生）になると、

学校行事などで重要な立場になることが多く、

リーダーシップや自主性が養われる。しかし、

義務教育学校では、小学校段階の５年生、６年

生が中学年となり、そういった機会が減少する。


